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資料Ｎ０.１ 



１　予算規模

伸 率

会 計 区 分 ( １ ２ 月 現 計 Ｂ ) ( A/B×100 )

既 決 １ ２ 月 補 正 計 Ａ 最 終 Ｃ A/C×100

( 475,483,094 ) ( 98.7 )

一 般 会 計 467,993,798 1,201,374 469,195,172 463,522,080 101.2

( 112,189,666 ) ( 104.5 )

特 別 会 計 117,217,361 117,217,361 113,520,250 103.3

( 32,837,221 ) ( 91.3 )

企 業 会 計 29,974,581 12,398 29,986,979 33,769,457 88.8

( 620,509,981 ) ( 99.3 )

計 615,185,740 1,213,772 616,399,512 610,811,787 100.9

国 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

一 般 会 計 1,201,374 98,586 886,000

特 別 会 計

企 業 会 計 12,398

計 1,213,772 98,586 886,000

12,398病 院

（単位：千円、％）

２　補正予算の財源内訳

35,065 194,121

194,121

平成　２０　年　度　１２　月　補　正　予　算　概　要

平 成 ２ ０ 年 度 予 算 平成１９年度予算

３　企業会計の内訳（単位：千円）

12,398

22,667

（単位 ：千円）

会 計 区 分 補 正 予 算 額
財 源 内 訳

1



歳 入 （ 款 別 内 訳 ） （単位：千円，％）

区　分 伸 率

（ １ ２ 月 現 計 B ） （ A/B×100 ）

款　別 既 決 予 算 構成比 １２月補正予算 計Ａ 構成比 最 終 C 構成比 A/C×100

（ 116,421,695 ） （ 24.5 ） （ 99.0 ）

（ 1 ） 県 税 115,784,493 24.7 △ 509,364 115,275,129 24.6 117,748,602 25.4 97.9

地方消費税 （ 16,830,000 ） （ 3.5 ） （ 94.1 ）

（ 2 ） 清 算 金 15,831,000 3.4 15,831,000 3.4 16,277,254 3.5 97.3

（ 2,234,000 ） （ 0.5 ） （ 98.0 ）

（ 3 ） 地方譲与税 2,221,634 0.5 △ 31,612 2,190,022 0.4 2,276,290 0.5 96.2

地 方 特 例 （ 831,857 ） （ 0.2 ） （ 204.7 ）

（ 4 ） 交 付 金 1,212,829 0.3 489,777 1,702,606 0.4 869,724 0.2 195.8

（ 118,352,677 ） （ 24.9 ） （ 97.0 ）

（ 5 ） 地方交付税 114,525,188 24.5 245,320 114,770,508 24.4 119,830,985 25.9 95.8

交通安全対策 （ 350,000 ） （ 0.1 ） （ 100.0 ）

（ 6 ） 特別交付金 350,000 0.1 350,000 0.1 352,848 0.1 99.2

分担金および （ 6,259,281 ） （ 1.3 ） （ 67.8 ）

（ 7 ） 負 担 金 4,245,469 0.9 4,245,469 0.9 6,267,566 1.3 67.7

使用料および （ 5,804,410 ） （ 1.2 ） （ 98.9 ）

（ 8 ） 手 数 料 5,742,333 1.2 5,742,333 1.2 5,631,391 1.2 102.0

（ 75,619,353 ） （ 15.9 ） （ 92.6 ）

（ 9 ） 国庫支出金 69,889,761 14.9 98,586 69,988,347 14.9 74,455,513 16.1 94.0

（ 1,324,119 ） （ 0.3 ） （ 90.5 ）

（ 10 ） 財 産 収 入 1,197,926 0.2 1,197,926 0.3 1,354,427 0.3 88.4

（ 934,171 ） （ 0.2 ） （ 28.3 ）

（ 11 ） 寄 附 金 264,395 0.1 264,395 0.1 892,251 0.2 29.6

（ 17,986,859 ） （ 3.8 ） （ 96.4 ）

（ 12 ） 繰 入 金 17,333,873 3.7 17,333,873 3.7 15,508,620 3.3 111.8

（ 3,560,292 ） （ 0.7 ） （ 101.9 ）

（ 13 ） 繰 越 金 3,629,524 0.8 3,629,524 0.8 3,560,292 0.8 101.9

（ 41,199,380 ） （ 8.7 ） （ 117.7 ）

（ 14 ） 諸 収 入 48,461,373 10.3 22,667 48,484,040 10.3 28,400,317 6.1 170.7

（ 67,775,000 ） （ 14.2 ） （ 100.6 ）

（ 15 ） 県 債 67,304,000 14.4 886,000 68,190,000 14.5 70,096,000 15.1 97.3

（ 45,714,000 ） （ 9.6 ） （ 101.1 ）

通 常 分 45,316,000 9.7 886,000 46,202,000 9.8 47,966,000 10.3 96.3

福 井 豪 雨 （ 4,133,000 ） （ 0.8 ） （ 3.7 ）

災 害 対 策 153,000 0.0 153,000 0.0 4,202,000 0.9 3.6

臨 時 財 政 （ 17,928,000 ） （ 3.8 ） （ 121.8 ）

対 策 債 21,835,000 4.7 21,835,000 4.7 17,928,000 3.9 121.8

（ 475,483,094 ） （ 100.0 ） （ 98.7 ）

合 計 467,993,798 100.0 1,201,374 469,195,172 100.0 463,522,080 100.0 101.2

一 般 会 計

平 成 ２ ０ 年 度 予 算 平 成 １ ９ 年 度 予 算
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歳 出 （ 款 別 内 訳 ） （単位：千円，％）

区　分 伸 率

（ １ ２ 月 現 計 B ） （ A/B×100 ）

款　別 既 決 予 算 構成比 １２月補正予算 計Ａ 構成比 最 終 C 構成比 A/C×100

（ 1,155,375 ） （ 0.2 ） （ 97.1 ）

（ 1 ） 議 会 費 1,122,293 0.2 1,122,293 0.2 1,085,766 0.2 103.4

（ 40,698,908 ） （ 8.6 ） （ 96.2 ）

（ 2 ） 総 務 費 38,305,963 8.2 860,219 39,166,182 8.4 42,570,055 9.2 92.0

（ 33,672,805 ） （ 7.1 ） （ 93.1 ）

（ 3 ） 民 生 費 31,365,724 6.7 31,365,724 6.7 33,239,964 7.2 94.4

（ 17,576,891 ） （ 3.7 ） （ 135.9 ）

（ 4 ） 衛 生 費 23,852,863 5.1 39,400 23,892,263 5.1 17,676,998 3.8 135.2

（ 1,472,894 ） （ 0.3 ） （ 103.4 ）

（ 5 ） 労 働 費 1,515,395 0.3 6,958 1,522,353 0.3 1,176,492 0.3 129.4

（ 43,463,169 ） （ 9.1 ） （ 92.2 ）

（ 6 ） 農林水産費 40,015,061 8.5 66,030 40,081,091 8.5 42,675,555 9.2 93.9

（ 38,744,484 ） （ 8.2 ） （ 113.1 ）

（ 7 ） 商 工 費 43,783,316 9.4 28,194 43,811,510 9.3 31,266,422 6.7 140.1

（ 83,769,857 ） （ 17.6 ） （ 89.7 ）

（ 8 ） 土 木 費 74,882,304 16.0 266,983 75,149,287 16.0 83,248,053 18.0 90.3

（ 23,613,905 ） （ 5.0 ） （ 100.7 ）

（ 9 ） 警 察 費 23,770,223 5.1 23,770,223 5.1 23,367,687 5.0 101.7

（ 94,581,614 ） （ 19.9 ） （ 99.4 ）

（ 10 ） 教 育 費 94,070,420 20.1 △ 15,211 94,055,209 20.1 93,624,231 20.2 100.5

（ 4,267,661 ） （ 0.9 ） （ 89.2 ）

（ 11 ） 災害復旧費 3,804,710 0.8 3,804,710 0.8 879,187 0.2 432.8

（ 68,514,034 ） （ 14.4 ） （ 100.1 ）

（ 12 ） 公 債 費 68,606,239 14.7 68,606,239 14.6 67,960,281 14.7 101.0

（ 23,851,497 ） （ 5.0 ） （ 95.4 ）

（ 13 ） 諸 支 出 金 22,799,287 4.9 △ 51,199 22,748,088 4.9 24,651,389 5.3 92.3

（ 100,000 ） （ 0.0 ） （ 100.0 ）

（ 14 ） 予 備 費 100,000 0.0 100,000 0.0 100,000 0.0 100.0

（ 475,483,094 ） （ 100.0 ） （ 98.7 ）

合 計 467,993,798 100.0 1,201,374 469,195,172 100.0 463,522,080 100.0 101.2

平 成 ２ ０ 年 度 予 算 平 成 １ ９ 年 度 予 算

３



歳 出 （ 性 質 別 内訳 ） （単位：千円，％）

区　分 伸 率

（ １ ２ 月 現 計 B ） （ A/B×100 ）

性質別 既 決 予 算 構成比 １２月補正予算 計Ａ 構成比 最 終 C 構成比 A/C×100

（ 219,419,850 ） （ 46.2 ） （ 99.4 ）

218,104,328 46.6 △ 30,900 218,073,428 46.5 218,089,058 47.1 100.0

（ 129,084,997 ） （ 27.2 ） （ 98.8 ）

　　 　人 件 費 127,545,533 27.3 △ 30,900 127,514,633 27.2 128,158,756 27.7 99.5

（ 21,854,589 ） （ 4.6 ） （ 100.7 ）

扶 助 費 22,001,832 4.7 22,001,832 4.7 22,000,932 4.7 100.0

（ 68,480,264 ） （ 14.4 ） （ 100.1 ）

公 債 費 68,556,963 14.6 68,556,963 14.6 67,929,370 14.7 100.9

（ 126,110,397 ） （ 26.5 ） （ 91.7 ）

114,425,453 24.4 1,224,077 115,649,530 24.6 121,201,195 26.1 95.4

（ 62,117,583 ） （ 13.1 ） （ 77.9 ）

公 共 事 業 48,384,371 10.3 48,384,371 10.3 62,695,222 13.5 77.2

（ 799,526 ） （ 0.2 ） （ 288.5 ）

補 助 事 業 2,225,562 0.5 81,186 2,306,748 0.5 714,919 0.1 322.7

（ 45,198,731 ） （ 9.5 ） （ 105.4 ）

単 独 事 業 46,768,146 10.0 875,908 47,644,054 10.1 42,959,325 9.3 110.9

国直轄事業 （ 12,579,242 ） （ 2.6 ） （ 100.9 ）

負 担 金 12,421,212 2.6 266,983 12,688,195 2.7 13,053,514 2.8 97.2

（ 1,065,860 ） （ 0.2 ） （ 70.6 ）

受 託 事 業 752,182 0.2 752,182 0.2 883,589 0.2 85.1

（ 4,349,455 ） （ 0.9 ） （ 89.1 ）

災害復旧事業 3,873,980 0.8 3,873,980 0.8 894,626 0.2 433.0

（ 129,952,847 ） （ 27.3 ） （ 104.2 ）

135,464,017 29.0 8,197 135,472,214 28.9 124,231,827 26.8 109.0

（ 19,006,317 ） （ 4.0 ） （ 95.5 ）

物 件 費 18,129,509 3.9 16,945 18,146,454 3.9 18,064,542 3.9 100.5

（ 2,142,279 ） （ 0.5 ） （ 91.7 ）

維持補修費 1,963,643 0.4 1,963,643 0.4 2,225,032 0.5 88.3

（ 58,637,783 ） （ 12.3 ） （ 103.1 ）

補 助 費 等 60,463,785 13.0 △ 21,146 60,442,639 12.9 58,445,945 12.6 103.4

（ 34,724,906 ） （ 7.3 ） （ 114.5 ）

貸付金出資金 39,774,625 8.5 39,774,625 8.5 30,688,575 6.6 129.6

（ 5,255,293 ） （ 1.1 ） （ 106.9 ）

繰 出 金 5,605,039 1.2 12,398 5,617,437 1.2 6,344,097 1.4 88.5

（ 10,086,269 ） （ 2.1 ） （ 93.5 ）

積 立 金 9,427,416 2.0 9,427,416 2.0 8,363,636 1.8 112.7

（ 100,000 ） （ 0.0 ） （ 100.0 ）

予 備 費 100,000 0.0 100,000 0.0 100,000 0.0 100.0

（ 475,483,094 ） （ 100.0 ） （ 98.7 ）

合 計 467,993,798 100.0 1,201,374 469,195,172 100.0 463,522,080 100.0 101.2

その他行政経費

平 成 ２ ０ 年 度 予 算 平 成 １ ９ 年 度 予 算

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

４
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経済対策の実施について 
 

県では、これまで、原油・原材料価格高騰対策として、農林漁業者、中小企業者を中心に経

営安定のための各種対策を講じてきました。しかし、９月中旬以降、欧米各国で金融機関の破

綻が相次ぎ、世界的な景気後退の兆しが強まっており、我が国においても、株安、円高の急速

な進展などにより、景気の下降局面が長期化、深刻化するおそれが高まっています。 

県内においても、中小企業をはじめとして景況感が悪化しており、雇用面など、県民生活へ

の影響が懸念されます。 

このため、県内経済の実情や国の一次補正予算（安心実現のための緊急総合対策）に対応し

て、12 月補正予算を編成し、「中小企業等の資金繰りの円滑化」、「県内経済の活性化」、「県

民生活の安心」の３つを柱とする経済対策を実施します。 

今後も、県内の経済情勢に留意しながら、政府・与党が１０月末に決定した追加経済対策（生

活対策）にも対応して、更なる対策を機動的に実施していきます。 
 
 
 
 

１ 中小企業等の資金繰りの円滑化 
 
 経営安定資金等の要件緩和（経営支援課） ―

  経営安定資金等の融資対象要件を緩和し、対象となる中小企業者の範囲を拡大します。

（10月31日改正済） 

  融資対象要件の緩和 

   ①最近３か月の売上高が 

前年同期比５％以上減少している者  ⇒ ３％以上減少 

   ②最近３か月の営業利益が        営業利益率、売上総利益率が 

前年同期比５％以上減少している者   ３％以上減少 
 

 
 

 
経営安定資金（緊急保証支援分）の創設（経営支援課） 
                                  ＜債務負担行為 

12,094
14,782＞

  経営安定資金の中に、保証料を軽減する緊急保証支援分（５０億円）を創設します。 

   融 資 枠   ５０億円（経営安定資金の中に「緊急保証支援分」を創設） 

           国の一次補正予算により創設された緊急保証枠を利用した借入れ

を対象 

融資利率   １．５％ 

   保 証 料   保証料率０．５％の１／４を軽減 

   実施期間   ２０年１２月から２１年３月３１日まで 
（参考）緊急保証枠 

国が指定した６１８業種で、一定の要件（上記経営安定資金の要件に同じ）
に該当する中小企業者は、別枠で８千万円の無担保保証が受けられる制度 

 
 

 金融機関への貸し渋り防止等の要請（経営支援課） ―

  最近の融資動向や県内中小企業の経営実態やなどについて国や金融機関等と意見交換を

行う「金融対策特別会議」を開催します。また、県内金融機関に対し、中小企業の資金繰

りの円滑化への協力を引き続き要請します。 

 

 

予 算 額 
（単位：千円）

⇒ 
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２ 県内経済の活性化 
 
○基盤整備の推進 
 

 公共事業の整備促進〔国直轄事業負担金〕（道路建設課、高規格道路推進課） 266,983

国の一次補正予算に基づき所要額の補正を行い、中部縦貫自動車道や国道８号バイパスな

どの整備を促進します。 

 ・中部縦貫自動車道（勝山～大野間の事業促進）       事業費 ５５０百万円 

 ・国道８号福井バイパス（坂井・あわら間４車線化の促進）  事業費 ２００百万円 

 ・国道８号（南越前町赤萩地区の改良工事の促進）      事業費  ３０百万円 

 ・その他（道路高架橋の補修）               事業費 １４０百万円 

                            事業費合計 ９２０百万円 

 
 
 公共事業の整備促進〔ゼロ県債の設定〕（道路建設課、道路保全課、河川課） 〈債務負担行為 500,000〉

県単独公共事業について、事業効果を早期に発現させ、県内経済の活性化を図るため、ゼ

ロ県債を設定します。 

 設定内容   道路改良 ２億円、道路維持 ２億円、河川改良 １億円 

 （９月補正予算で設定した１０億円と合わせると１５億円） 

 
 
 単品スライド条項の運用拡大（土木管理課、農林水産振興課） 

  「単品スライド」の対象を全ての建設資材に拡げます。これにより、今回、価格が著しく

上昇しているアスファルト合材について適用することになります。 

  運用概要  対象資材の価格上昇影響額が請負金額の１％を超える額を県が負担 

  今回適用  アスファルト合材 

 
 
 公立小・中学校耐震化の促進（学校教育振興課） 15,689

  地域住民の避難場所ともなる公立小・中学校の耐震化を一層促進するため、市町が前倒

して実施する耐震補強工事に助成します。 

   補助対象  ９棟の追加（１７棟 ⇒ ２６棟） 

   補 助 率  県 １／２０～１／１０ （国 １／２～２／３） 

         （２０年度９月現計予算 ４３，９００千円） 

 
 
 ケーブルテレビ施設整備事業（情報政策課） 60,219

  放送のデジタル化に対応するため、ＣＡＴＶケーブルの張替えや地デジ受信点の新設な

ど、設備等の整備を行う市町等を支援します。 

  整備箇所  大野市、若狭町、小浜市 ３か所 

  補 助 率  県１／６（国１／３～１／４） 
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【国の追加経済対策等に対応して２月補正で検討する主な対策】 
 
 経済活性化に資する公共事業等の追加 

 ○基幹道路等の整備 

地域経済の発展につながる基幹道路などの社会基盤の整備促進 
 

○安全安心に資する事業実施 

既存社会資本ストック（道路、橋梁など）の長寿命化対策の前倒し 

道路補修や河川浚渫など、適切な維持管理の実施 
 

○施設の耐震化 

  学校などの施設の耐震化工事の前倒し 

 
 

 

○県内産業等の活性化 
 

 首都圏における県産品販路拡大強化事業（観光振興課、地域産業・技術振興課、販売開拓課） 16,100

  福井西武との連携により、県産品の新たな販路の開拓と首都圏における販売の拡大およ

び観光誘客の促進を図るため、同店系列の西武池袋本店において、本県の農産品や伝統工

芸品等を展示販売するとともに、福井の技や観光のＰＲを行います。 

開催期日  ２１年３月（６日間） 

   開催場所  西武池袋本店 

 

 
 水田営農条件整備事業（農畜産課） 61,746

  省エネ、低コストによる生産体制を確立するため、集落営農組織等による省エネ効果の

高い農業用機械の導入を支援します。 

   事業主体  集落営農組織、農事組合法人等 

 補 助 率  水稲直播機、穀物遠赤外線乾燥機 

         県１／２（財源：国庫10/10） 事業主体１／２ 

       高速田植機、コンバイン 

           県１／３（財源：国庫10/10） 事業主体２／３ 

 
 

 

３ 県民生活の安心 
 
○雇用安定対策の強化 
 

 緊急就職説明会開催事業（労働政策課） 845

 離職者や若年不安定労働者等が早期に就職できるよう、福井労働局と合同で緊急就職説明会

を開催します。 

   実施内容 求人企業による就職説明会の開催 

        カウンセラーによる個別相談の実施 

実施主体 ふくいジョブカフェ 
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 新卒者の採用確保のための要請（労働政策課・高校教育課） ―

  新卒者の募集と採用内定の維持・拡大に配慮するよう、１１月４日の要請活動に引き続

き、県内企業経営者に対して協力を要請していきます。 
 
 
【国の追加経済対策等に対応して２月補正で検討する主な対策】 
 
 「ふるさと雇用再生特別交付金（仮称）」の創設 

 基金を活用した雇用機会の創出 
 
 雇用安定等に関する相談体制の強化 

 非正規労働者の雇用安定や中小企業等の雇用維持を支援する助成金の創設や拡充が国に

おいて検討されており、こうした制度の活用を促進するため、ジョブカフェ等での相談体制

を強化 

 

 

 

○県民生活の安心確保 

 
 新型インフルエンザ対策事業（健康増進課） 39,400

  新型インフルエンザが発生した場合に、患者の入院を受入れる医療機関において適切な

医療の提供ができるよう医療資材の整備を進めます。 

   整備資材  人工呼吸器および付帯備品 １４台 

         個人防護具（マスク、ゴーグル、ガウンなど） ２，５８０人分 

   整備箇所  感染症指定医療機関や結核病床を有する医療機関 

   財源内訳  国１／２ 県１／２ 
 
 
【国の追加経済対策等に対応して２月補正で検討する主な対策】 
 

 「定額給付金」による家計緊急支援 

 定額給付金について、市町の給付事務の円滑化などを支援 
 
 「安心こども基金（仮称）」の創設 

 基金を活用した子育て支援サービスの充実・強化 
 
 「地方消費者行政活性化基金（仮称）」の創設 

 基金を活用した消費生活相談体制の強化 

  

 障害者の自立支援対策の拡充 

 障害者自立支援対策臨時特例交付金に基づく基金の延長・積増しによる自立支援法への円

滑な移行を支援 
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【１２月補正で対応するその他の重要施策】 

 

○福井鉄道の再建支援 
 
 福武線鉄道用地取得支援事業（総合交通課） 800,000

  福武線存続のために沿線３市が鉄道用地の取得に要する経費を補助します。 

   補助対象 福井市、鯖江市、越前市 

   事業内容 鉄道用地の取得（取得後は、３市が福井鉄道に無償貸付） 

   取 得 額 １２億円 

   補 助 率 県２／３ （沿線３市１／３） 

 



１　中小企業等の資金繰りの円滑化

〔融資枠〕 5,000百万円
〔予算額〕  12百万円 （保証料補給）

 <債務負担行為> <15百万円>

　　　　２　県内経済の活性化

公共事業の整備促進〔国直轄事業負担金〕〔事業費〕  920百万円
〔予算額〕 267百万円

公共事業の整備促進〔ゼロ県債の設定〕 〔事業費〕 500百万円
 <債務負担行為> <500百万円>

公立小・中学校耐震化の促進 〔事業費〕 296百万円
〔予算額〕 16百万円

ケーブルテレビ施設整備 〔事業費〕 771百万円
〔予算額〕 60百万円

首都圏における県産品販路拡大強化 〔事業費〕 16百万円
〔予算額〕 16百万円

水田営農条件整備 〔事業費〕 148百万円
〔予算額〕 62百万円

　　　　３　県民生活の安心

緊急就職説明会の開催 〔事業費〕 1百万円
〔予算額〕 1百万円

新型インフルエンザ対策 〔事業費〕 39百万円
〔予算額〕 39百万円

〔予算額 ４７３百万円、債務負担行為 ５１５百万円〕

※県内の経済情勢や国の追加の経済対策（生活対策）等に対応して、必要
　 に応じた更なる経済対策を２月補正予算等で検討

経済対策の事業規模〔１２月補正予算〕

　　　　　　　　　　　合計　　事業規模  約２７億円 

経営安定資金(緊急保証支援分)の創設

６


